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東京海上・世界モノポリー戦略株式ファンド

（毎月決算型）/(年1回決算型）/（年6回決算型）

追加型投信／海外／株式

安定的な実績が支持されて、おかげさまで5周年5周年レポート

 日頃より「東京海上・世界モノポリー戦略株式ファンド」をご愛顧いただき感謝申し上げます。おかげさまで

「東京海上・世界モノポリー戦略株式ファンド（毎月決算型）」は、設定から5年を迎えました。

 世界経済は今、トランプ米政権による政策の先行き不透明感から景況感が悪化し、関税強化によるインフレ

再燃も懸念されています。こうした市場環境においては、規制や契約に守られ、景気やインフレの動向に

関わらず安定成長し続けるモノポリー企業への投資の必要性が高まると考えています。実際、足もとで投資家

のリスク回避姿勢が強まるなか、当ファンドは強い下値抵抗力を発揮し、投資家の皆さまの期待に応える

安定的な推移となっています。

 投資においては、大きなリターンを得ることが重視されがちですが、足もとのように不透明感の高まる環境

では、着実な資産の成長をめざす当ファンドは有効な選択肢であると考えます。引き続き、安定性を重視

する投資家の皆さまに当ファンドをご活用いただけるよう運用を行ってまいります。

マゼラン・アセット・マネジメント・リミテッド

リード・ポートフォリオ・マネージャー

ジェラルド・スタック

（年/月）

※ 上記は毎月決算型の運用実績です。他の決算コースの運用実績は、当社ホームページでご確認ください。

※ 基準価額（税引前分配金再投資）は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。

※ 設定来騰落率は、基準価額（税引前分配金再投資）をもとに計算したものであり、実際の投資家利回りとは異なります。

※  分配金額は、収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。分配対象額が少額の場合等には、分配を行わないことがあります。

※ 上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

毎月決算型の
実績

+100.5％

2020年3月13日（設定日）～

2025年3月17日

基準価額（税引前分配金再投資）の推移 （円） 分配金＊の推移 （円）

5,830円

不透明感高まる環境下、資産形成の有効な選択肢として

当ファンドの安定性に注目ください

設定来騰落率

設定来分配金累計

＊ 1万口当たり、税引前

半年毎（3、9月）、決算日ベース 2025年3月17日時点
20,052
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追加型投信／海外／株式

0

100

200

300

400

500

600

700

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

（円）

（年/月）

（億円）

※ 基準価額、基準価額（税引前分配金再投資）は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。

※ 年間騰落率は、基準価額（税引前分配金再投資）をもとに算出しているため、実際の投資家利回りとは異なります。

※下記は毎月決算型の運用実績です。他の決算コースの運用実績は、当社ホームページでご確認ください。

2020年～2025年、年次

※2020年は、2020年3月13日（設定日）～2020年末で計算。

※2025年は、2025年3月17日までで計算。

2※上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

設定来の運用状況

 2020年3月の運用開始以降、世界的なインフレやそれに伴う急激な金利上昇、ロシアによるウクライナ侵攻等の

地政学リスクの高まりなど、市場を揺るがす、さまざまな事象が発生しました。

 そのような環境下でも、当ファンドの基準価額は概ね安定的に推移しています。設定来の年間騰落率は、2020年

から2024年のすべての年でプラスリターンを獲得しています。

毎月決算型の年間騰落率の推移

毎月決算型の設定来の基準価額・純資産総額の推移

2020年3月13日（設定日）～2025年3月17日、日次

基準価額（税引前分配金再投資）（左軸）

基準価額（左軸）

コロナショック ウクライナ侵攻世界的なインフレ懸念 米国金利の急上昇 米国景気減速懸念米国追加利上げ懸念

純資産総額（右軸）
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生活に必要不可欠なモノ・サービスを提供する企業に投資

 モノポリー企業は、生活に必要不可欠なモノやサービスを提供しているため、業績が好不況の影響を受けにくく

安定的という特徴があります。また、高い参入障壁や高い価格決定力を有し、人口動態等を背景に利益成長が

見込みやすいため、長期的かつ安定的な利益成長が期待できます。

 このような特徴を有するモノポリー企業に投資することで、当ファンドは安定的な資産の成長をめざしています。

当ファンドが注目する事業の一例

理由

1

※上記は当社が一般的にモノポリー企業の特徴と考える例をあげたものであり、すべてのモノポリー企業が当てはまるものではありません。

リスク・リターン特性

2020年3月13日（設定日）～2025年2月28日、日次、円換算ベース

リスク

リ
タ
ー
ン

高

低

低 高

世界株式

世界債券

当ファンド

世界REIT

 当ファンドは、高リスク資産である株式と

低リスク資産である債券の間に位置する

ようなリスク・リターン特性を有しています。

 投資対象として人気のある成長株式のよう

に短期で大きなリターンを得ることは難しい

ものの、過度なリスクを避け、安定的で着実

な資産の成長を期待することができます。

出所：LSEG

※ 上記で使用した各資産の指数については、次ページを参照。

各指数(前日値)に当日の為替レートを乗じて東京海上

アセットマネジメントが計算。なお、各指数は当ファンドの

ベンチマークではありません。

※ 当ファンドは毎月決算型の基準価額（税引前分配金再投資）

をもとに計算。

※上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

安定的な運用実績の理由とは？ ①

過度なリスクを避けるモノポリー株式への投資



東京海上・世界モノポリー戦略株式ファンド（毎月決算型）/（年1回決算型）/（年6回決算型）

追加型投信／海外／株式

50

100

150

200

250

2003 2007 2011 2015 2019 2023

(年)

安定性を重視した銘柄選定

 当ファンドでは、生活に必要不可欠なサービスを提供する独占的な企業の中から、規制等で守られた事業を行う

銘柄を選別し、安定性を重視したポートフォリオの構築を行っています。

 規制で守られた事業を行う企業は、企業間の競争にさらされないほか、インフレによるコスト高や自然災害に

伴う損失を価格転嫁で回収することが認められるなど、外部環境の変化に左右されにくい収益構造となります。

下記グラフは、世界公益株価指数の構成銘柄を当ファンドの保有銘柄と非保有銘柄に分類し、利益の推移を比較

したものですが、当ファンドの保有銘柄の利益は安定的に推移していることが分かります。

 例えば、当ファンドの設定以降、2022年のウクライナ侵攻時に経営難に陥った欧州の電力企業や、2025年1月の

米カリフォルニア州の山火事で損失を受けた電力企業等、外部環境の変化により株価が大きく下落した銘柄が

ありました。しかし、当ファンドではこれらの銘柄を投資対象外としており、大きな損失を回避しています。

4

安定的な運用実績の理由とは？ ②

理由

2

＜参考＞利益（EBITDA）の推移

2003年12月末～2023年12月末、年次

※ 上記は、2025年2月末時点のMSCI世界公益株価指数の構成銘柄を当ファンドの保有銘柄と非保有銘柄に分類し、それぞれの銘柄

群のEBITDA（米ドルベース）の合計値を指数化したもの。MSCI世界公益株価指数は当ファンドのベンチマークではありません。

なお、全期間でデータの取得できない銘柄については、除外して計算。

※ EBITDA（イービットディーエー）とは、税引前利益に支払利息、減価償却費を加えて算出される利益のこと。

出所：マゼラン社、ノーザン・トラスト社、FactSet

【当資料で使用した指数について】

世界株式：MSCIワールド指数（税引後配当込み）、情報技術株式：MSCI世界情報技術株価指数（税引後配当込み）、

世界債券：FTSE世界国債インデックス、世界REIT：FTSE EPRA/NAREIT Developed Index（税引後配当込み）、MSCI世界公益株価指数

 MSCIの各指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI社に帰属します。また、MSCI社は指数の内容を変更する権利および公表

を停止する権利を有しています。MSCI社の許諾なしにインデックスの一部または全部を複製、頒布、使用等することは禁じられています。MSCI

社は当ファンドとは関係なく、当ファンドから生じるいかなる責任も負いません。

 FTSE世界国債インデックスは、FTSE Fixed Income LLCにより運営されている債券インデックスです。FTSE Fixed Income LLCは、本

ファンドのスポンサーではなく、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。このインデックスのデータは、情報提供のみを目的

としており、FTSE Fixed Income LLCは、当該データの正確性および完全性を保証せず、またデータの誤謬、脱漏または遅延につき何ら責任を

負いません。このインデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利はFTSE Fixed Income LLCに帰属します。

 FTSE EPRA/NAREIT Developed Indexの著作権等の知的財産権、その他一切の権利はFTSEに帰属します。

2003年12月末を100として指数化

保有銘柄

非保有銘柄

217

220
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今後の見通し

 2025年の世界経済については、慎重な見方をしており、成長が鈍化する可能性もあるとみています。そうした

環境では、業績が景気動向に左右されにくいモノポリー企業のディフェンシブ性が評価されると見込んでいます。

景気後退懸念から株式市場の調整も想定されますが、昨年7～8月の市場急落局面でみられたように、モノポリー

企業は相場が崩れても動じない、強い下値抵抗力を示すとみています。

 足もとで米消費者物価指数が上振れるなどインフレが根強く、トランプ政権の関税政策によるインフレ再燃も

懸念されますが、こうした状況は規制や契約でインフレを価格転嫁できるモノポリー企業には追い風で、株価を

下支えすると見込んでいます。

 2024年はFRB（米連邦準備制度理事会）が利下げを開始するなど金融政策の転換期で、金利が短期的に変動

する場面がありましたが、2025年の金利環境はより安定すると予想しており、モノポリー企業の安定的な利益

成長が株価上昇につながりやすい地合いになるとみています。

セクター別の利益（EBITDA）成長率予想（2025年）

 公益株式は、電力、ガス、水道といったライフライン

を提供するため需要が底堅く、規制により一定の

利益率の確保が認められているため、安定した

利益成長が続くとみています。

 特に総合電力、送配電銘柄は、脱炭素に向けた

再生可能エネルギー需要拡大のほか、米国での

AI（人工知能）向けデータセンターの新設や製造

業のリショアリング（国内回帰）による電力需要

拡大などを追い風に、堅調な利益成長が続くと

見込んでいます。

公益株式

 インフラ株式は高い価格決定力を背景に、物価

に連動した値上げが可能な場合が多く、インフレ

が業績の追い風になるとみています。

 特に空港セクターに注目しており、国際航空

運送協会（IATA）は2025年の世界旅客数が

初めて50億人を超える見通しを発表するなど、

旅客数の増加に伴い空港利用料や免税店など

周辺ビジネスが伸び、堅調な利益成長が続くと

見込んでいます。

インフラ株式

※上記は当資料作成時点のマゼラン社の見解であり、将来予告なく変更されることがあります。

公益株式 インフラ株式

公益株式およびインフラ株式の見通し

 当ファンドは、公益株式を約60％、インフラ株式を約40％組入れています。各セクターは2025年も堅調な利益

成長を遂げると予想されます。

景気後退やインフレへの懸念で、モノポリー企業の強みが発揮される地合いに

金利環境の安定化が株価上昇を後押しすると予想

出所：マゼラン社、ノーザン・トラスト社、FactSet

※ 上記は2025年2月末時点の当ファンドの組入銘柄のEBITDA成長率（前年比）（予測値）（米ドルベース）をセクター毎に

単純平均したもの。なお、データの取得できない銘柄については、除外して計算。

※ セクターはマゼラン社による分類です。
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収益分配金に関する留意事項

6
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ファンドの特色

2

1

3

4

日本を除く世界の株式等の中から、「モノポリー企業」の株式等に投資します。

銘柄選定にあたっては、持続可能な競争優位性を持つと判断される銘柄を選別します。

モノポリー企業の株式等の実質的な運用は、「マゼラン・アセット・マネジメント・リミテッド」
が行います。

外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドの主なリスク

● 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されている
ものではなく、投資元本を割り込むことがあります。

● 運用による損益は、全て投資者に帰属します。

● 投資信託は預貯金や保険と異なります。

● ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

5 「毎月決算型」、「年1回決算型」、「年6回決算型」の3ファンドからお選びいただけます。

7

※ファンドにおけるモノポリー企業とは、高い参入障壁等により、一定の地域においてモノ・サービス等を独占・

寡占していると判断する企業をいいます。



東京海上・世界モノポリー戦略株式ファンド（毎月決算型）/（年1回決算型）/（年6回決算型）

追加型投信／海外／株式

お申込みメモ ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

8

ファンドの費用 ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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登録金融

機関

金融商品

取引業者
日本証券業協会

一般社団法人

日本投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

毎月

決算型

年1回

決算型

年6回

決算型

株式会社 あいち銀行 ○ 東海財務局長（登金）第12号 ○ ○ ○

株式会社 イオン銀行

（委託金融商品取引業者

 マネックス証券株式会社）

○ 関東財務局長（登金）第633号 ○ ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 ○ 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ証券 ○ 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新生銀行

（委託金融商品取引業者

 株式会社 ＳＢＩ証券）

○ 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新生銀行

（委託金融商品取引業者

 マネックス証券株式会社）

○ 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○ ○ ○

株式会社 大垣共立銀行 ○ 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第191号 ○ ○ ○

岡地証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第5号 ○ ○ ○ ○ ○

おかやま信用金庫 ○ 中国財務局長（登金）第19号 ○ ○ ○

株式会社 神奈川銀行 ○ 関東財務局長（登金）第55号 ○ ○ ○

京銀証券株式会社 ○ 近畿財務局長（金商）第392号 ○ ○

株式会社 京都銀行 ○ 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○ ○

株式会社 京都銀行

（委託金融商品取引業者

 京銀証券株式会社）

○ 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○ ○

株式会社 きらやか銀行 ○ 東北財務局長（登金）第15号 ○ ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第10号 ○ ○ ○

七十七証券株式会社 ○ 東北財務局長（金商）第37号 ○ ○ ○

株式会社 仙台銀行 ○ 東北財務局長（登金）第16号 ○ ○

第四北越証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第128号 ○ ○ ○

株式会社 大東銀行 ○ 東北財務局長（登金）第17号 ○ ○ ○

ちばぎん証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第114号 ○ ○ ○

長野證券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第125号 ○ ○ ○

百五証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第134号 ○ ○

ひろぎん証券株式会社 ○ 中国財務局長（金商）第20号 ○ ○

株式会社 北陸銀行 ○ 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○ ○

株式会社 北海道銀行 ○ 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○ ○ ○

松井証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○ ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

丸八証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第20号 ○ ○

三菱UFJ eスマート証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

むさし証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○ ○

めぶき証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第1771号 ○ ○

楽天証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ワイエム証券株式会社 ○ 中国財務局長（金商）第8号 ○ ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会 取扱いコース

ファンドの関係法人

■販売会社 （当資料作成日時点）
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東京海上・世界モノポリー戦略株式ファンド（毎月決算型）/（年1回決算型）/（年6回決算型）

追加型投信／海外／株式

登録金融

機関

金融商品

取引業者
日本証券業協会

一般社団法人

日本投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

毎月

決算型

年1回

決算型

年6回

決算型

足利小山信用金庫 ○ 関東財務局長（登金）第217号 〇

しずおか焼津信用金庫 ○ 東海財務局長（登金）第38号 〇

豊田信用金庫 ○ 東海財務局長（登金）第55号 ○ 〇

長野信用金庫 ○ 関東財務局長（登金）第256号 ○ 〇

浜松磐田信用金庫 ○ 東海財務局長（登金）第61号 〇

福島信用金庫 ○ 東北財務局長（登金）第50号 〇

商号（五十音順） 登録番号

加入協会 取扱いコース

ファンドの関係法人

■取次販売会社

https://www.tokiomarineam.co.jp/

サービスデスク0120-712-016

※営業日の9：00～17：00

■設定・運用、お問い合わせは

商号等：東京海上アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第361号

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

（当資料作成日時点）

【一般的な留意事項】

 当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たっては

必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。

 当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

 当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された

図表等の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

 投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。

したがって、元本が保証されているものではありません。

 投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益および損失

は、全て投資家に帰属します。

 投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

 投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。

 登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。
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